
【別冊】

記者会見資料 　令和７年６月１０日

【補正予算の特徴】

　
　 【予算規模】

【一般会計補正予算額の款別分類】

(歳入) (歳出)

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

合計 千円 合計 千円

【一般会計補正後の款別分類】

(歳入) （単位：千円） (歳出) （単位：千円）

50,985,230

氷 見 市

885,421 51,870,651

45,067

　６月補正予算（案）は、３棟目の災害公営住宅整備や被災者の経済的負担の軽減に向け
た取組などの震災関連対策に加え、再生エネルギーの地産地消の推進や脱炭素社会の実
現、観光振興による地域経済の活性化などに向けた重要施策の推進や物価高騰対策など、
一般会計及び２つの特別会計で８８５,４２１千円の補正をするもの。

11,271,867特別会計

計

【主な事業等】
　Ⅰ 能登半島地震災害関連
　    災害見舞金支給事業費、災害公営住宅整備事業費、介護サービス等給付事業費、
　　　一般被保険者療養給付費、現年公立学校施設災害復旧事業費（補助・能登半島地震
　　　災害関連)　等

　Ⅱ 重要施策の推進
　    エネルギー構造高度化実証事業費、リサイクルプラザ整備事業費、予防接種事業
　　　費、観光振興事業費、新規就農者育成総合対策事業費　等

　Ⅲ 物価高騰対策
　　　定額減税調整給付事業費

11,226,800

事業会計

（単位：千円）

8,225,430

令和７年６月氷見市議会定例会　補正予算（案）の概要について

区分 補正前の額 補正予算額 補正後の額

8,225,4300

31,533,000 32,373,354一般会計 840,354

302,787

360,686衛生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

総務費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

54,364

840,354

民生費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

その他

28,808

840,354

国庫支出金

市債

繰越金

県支出金

その他

565,826

147,000

112,283

15,645

△ 400

93,709土木費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

国庫支出金

7,439,867

地方交付税
7,249,365市税

5,325,407

市債

4,295,000

県支出金
2,422,983

繰入金
1,660,408

その他
3,980,324

民生費

6,365,411

衛生費

6,355,716
土木費

3,980,434
総務費

3,602,408

公債費

2,653,714

教育費

2,544,239

その他
6,871,432

-1-



Ⅰ 能登半島地震災害関連

１　被災者・事業者支援

千円
千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

令和７年度

（１）災害見舞金支給事業費 15,019

一 般 財 源 3,769

県 支 出 金 11,250
財源内訳

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：福祉介護課 0766-74-8111

能登半島地震に被災したことにより亡くなられた方の遺族に対し、

災害弔慰金を支給するもの。

能登半島地震により被災し、亡くなられた方が災害関連死と認定された場合にお

いて、そのご遺族に対し、速やかに災害弔慰金を支給し、災害被害者の福祉及び生

活の安定につなげます。

自然災害により亡くなられたかどうか、専門的な知見を有する者で組織する災害弔

慰金等認定審査会の開催経費を増額するとともに、認定された場合に必要となる災害

弔慰金を予算計上するもの。

【災害弔慰金の概要】

支給対象：自然災害により死亡（災害関連死を含む）した方の遺族

支 給 額：生計維持者が死亡した場合 ５００万円

その他の者が死亡した場合 ２５０万円

【事業費】

扶助費 １５，０００千円（災害弔慰金３件分） 【新規】

事務費 １９千円（審査会開催経費２回→４回）【拡充】

【財 源】

災害弔慰金等負担金（補助率 国１／２ 県１／４）

一般財源

相談・受付

審査会開催
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千円
千円

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

財源内訳

4,566

令和７年度

91,639
国庫支出金 36,573

（２）災害公営住宅整備事業費

地 方 債

一 般 財 源

50,500

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：都市計画課 0766-74-8079

３棟目の災害公営住宅を建設し、令和６年能登半島地震により住宅を失い、自力で

の住宅再建が困難な被災者の住居を確保します。

市有地において、２７世帯が入居可能な鉄筋コンクリート造３階建の災害公営住宅

の整備に向けて、設計等を行うとともに、災害公営住宅の供給方針の検討を開始する

もの。

【建設地選定】

建 設 地：上伊勢車庫敷地（氷見市伊勢大町二丁目地内）

【建設規模】

敷地面積 ：２,３７０㎡

建物構造等：ＲＣ造３階建て ２７戸（２ＤＫ ２１戸,３ＤＫ ６戸）

延べ床面積：約２,６００㎡

【事業費】

・委託料 （１）基本・実施設計・測量業務委託費 ３６,６９６千円

（２）地質調査業務委託費 ５,４７０千円

（３）支障物件解体設計等委託費 ７１１千円

（４）災害公営住宅供給サポート業務委託費 ５,５６５千円

・工事費請負費 （５）支障物件解体工事費 ４２,１６３千円

・役務費 （６）確認申請手数料 1,０３４千円

合計 ９１,６３９千円

【財 源】

国庫支出金 公営住宅整備事業補助金（補助率３／４）

市債 公営住宅建設事業債（充当率１００％）

一般財源

目 的

基本・実施設計、地質調査業務

既存施設解体
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千円
千円

千円

千円 千円

千円 千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（３）被災者の経済的負担の軽減に向けた取組 45,067

財源内訳
（国保）

県 支 出 金 21,999

そ の 他 5,500

そ の 他 7,747

　介護サービス等給付事業費（介護保険特別会計） 17,568

　一般被保険者療養給付費（国民健康保険特別会計） 27,499

財源内訳
（介護）

国庫支出金 7,226

県 支 出 金 2,595

令和７年度

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：福祉介護課 0766-74-8066、市民課 0766-74-8061

能登半島地震により被災した被保険者の介護サービス利用料や国民健康保険の療

養費の一部負担金の免除について、国の財政支援が延長されることから、免除期間

を令和７年９月末まで延長し、被災者の経済的負担の軽減につなげます。

介護サービス等給付事業費（介護保険特別会計）

能登半島地震により被災した被保険者における介護サービス利用料（自己負担分）

を免除するもの。

【免除期間】令和７年９月末利用分まで（令和７年６月末からの延長）

【事業費】 負担金 １７，５６８千円

【財 源】 国庫支出金 介護給付費負担金（１５％、２０％）

調整交付金（５％）

特別調整交付金（補助率８／１０）

県支出金 介護給付費負担金（１７.５％、１２.５％）

支払基金交付金 介護給付費交付金（２７％）

繰入金 一般会計繰入金（１２．５％）

介護給付費準備基金繰入金

一般被保険者療養給付費（国民健康保険特別会計）

能登半島地震により被災した被保険者における療養費の一部負担金（自己負担分）

を免除するもの。

【免除期間】令和７年９月末診療分まで（令和７年６月末からの延長）

【事業費】 負担金 ２７，４９９千円

【財 源】 県補助金 特別調整交付金（補助率８／１０）

基金繰入金

期間延長
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２　公共インフラ等の災害復旧

千円
千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

令和７年度

（１）現年公立学校施設災害復旧事業費（補助・能登半島地震災害関連） 7,810
地 方 債 7,800

一 般 財 源
財源内訳

10

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：学校教育課 0766-74-8211

能登半島地震により被災した宮田小学校の法面復旧工事において、測量後の沈下

による土砂不足やアンカーの強度不足に対応する必要が生じたことから、工事請負

費を増額し、早期復旧を図ることにより、児童の安全・安心な学校生活を確保しま

す。

土砂の追加やアンカー仕様の変更などに伴う追加工事を実施するもの。

【事業内容】

① 北東～北側法面盛土用山土砂（砂質土）の追加

② 北側法面ブロック積のアンカー工追加

（変更内容）

本数２７本→２９本 径１１５mm→１４６mm 延長２８７m→３０８m

【事業費】

工事請負費 ７，８１０千円

【財 源】

市 債 一般単独災害復旧事業債

（充当率１００％ 交付税算入率４７．５％～８５．５％）

一般財源

変更契約・

追加工事実施
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Ⅱ 重点施策の推進

１　未来づくり

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（１）エネルギー構造高度化実証事業費 199,942
国庫支出金 199,942財源内訳

令和７年度

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：環境保全課 0766-74-8065

経済産業省の補助事業を活用し、公共施設を中心とした実証設備導入による電力

需要調整を行うとともに、市民を対象とした普及啓発事業を行い、エネルギーの地

産地消による地域内経済循環率の向上及び自立分散型エネルギー社会の構築を目指

します。

【事業費】

（１）太陽光発電設備及び蓄電池設置工事等（１８０,７９６千円）

設置場所 朝日丘小学校・南部中学校

導入設備 太陽光発電設備１７３㎾、蓄電池３４５kWh等ほか

（２）電力需要調整実証及び普及啓発事業（８,００８千円）

・令和６年度までに導入したエマネージシステム、太陽光発電及び蓄電池等に、

今回設置予定の太陽光発電等を追加した電力需要調整の実証や、太陽光発電

設備設置で発生する余剰電力を他の公共施設間で電力融通する仕組みを検討

します。

・エコキュートを活用した電力需要調整の実施（市民参加型DR実証試験）を行

います。

・小学生を対象としたエネルギーの有効活用に関する出前授業等の普及啓発を

行います。

（３）自己託送型太陽光発電運用実証業務（１１，１３８千円）

・自己託送型太陽光発電事業の運用について、更なる改善手法の検討を行うと

ともに、垂直型太陽光発電を活用した託送電力平準化等を検討します。

【財 源】

国庫支出金：エネルギー構造高度化・転換理解促進事業費補助金

（補助率：１０／１０）

太陽光発電設備等設置工事

自己託送型太陽光発電運用実証

電力需要調整実証及び普及啓発事業

電力需要調整実証
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千円
千円

千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

令和７年度

（２）リサイクルプラザ整備事業費 112,240

財源内訳

国庫支出金 33,951

地 方 債 78,200

一 般 財 源 89

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：環境保全課 0766-74-8065

リサイクルプラザにおいて、令和４年４月１日からプラスチック資源の循環促進

等を目的として施行された「プラスチック資源循環促進法」への対応及び施設の長

寿命化を図ります。

令和７～９年度にわたる継続費を設定し、プラスチック資源一括回収に対応できる

設備更新を含むプラント設備全体の長寿命化対策を実施します。

【事業費】

【財 源】

国庫支出金 循環型社会形成推進交付金（補助率１／３）

市 債 過疎対策事業債（充当率１００％ 交付税算入率７０％）

一般財源

年度 整備計画 事業費（千円）

令和７年度
・第１棟、第２棟、成形品貯蔵施設及びプラザ棟の改修
・プラント機械設備工事

112,240
委託料 　　 10,384
工事請負費 101,856

・第１棟、第２棟、成形品貯蔵施設、プラザ棟､金属類保
　管施設の改修
・プラント機械設備工事
・機器製作（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理、紙製容器包装・紙ﾊﾟｯｸ処理、
　ｱﾙﾐ缶・ｽﾁｰﾙ缶処理、ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ処理）

526,773
委託料 　　 36,278
工事請負費 490,495

・第１棟、第２棟、成形品貯蔵施設及びプラザ棟､金属類
　保管施設の改修
・機器製作（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ処理）及び機器据付に係る工事

459,349
委託料 　　  8,019
工事請負費 451,330

1,098,362
委託料 　　　 54,681
工事請負費 1,043,681

令和８年度

令和９年度

計

施設整備
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２　地域づくり

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（１）予防接種事業費 45,317
財源内訳 一 般 財 源 45,317

令和７年度

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：健康課 0766-74-8062

令和７年度において、令和６年度に定期接種化した高齢者等に対する新型コロナ

ワクチン予防接種を実施し、予防接種の機会を安定的に確保することで、感染症を

予防し、まん延防止を目指します。

新型コロナワクチン予防接種を令和７年１０月１日から実施するもの。

【対象者】

市内に住所を有する高齢者等 １７，５６２人

（１）６５歳以上の者（自己負担あり） １７，４６０人

※６０～６４歳の一定の障害者含む

（２）６５歳以上の生活保護受給者（自己負担なし） １０２人

【事業費】

委託料（接種委託料） ４５，３１７千円

※人数（想定）は対象者全体の２５％としている。

※自己負担額を接種費用の３分の１程度の５，０００円とする。

（令和６年度：２，１００円）

【財 源】

一般財源

市負担費用（単価） 人数（想定） 市負担費用

自己負担あり
１０，３００円

（自己負担５，０００円）
４，３７０人 ４５，０１１千円

自己負担なし １５，３００円 ２０人 ３０６千円

予診票の作成・個別発送 医療機関にて接種を実施

医療機関との契約
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３　産業づくり

千円
千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（１）観光振興事業費 13,000

一 般 財 源 10,000

県 支 出 金 3,000
財源内訳

令和７年度

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：商工観光課 0766-74-8106

「第５３回ひみまつり」でのブルーインパルス展示飛行の実施に伴い、来場者が

例年以上に増加することが見込まれることから、ひみまつり実行委員会が実施する

安全対策、熱中症対策等の取組みを支援し、円滑なイベント運営及び市内での消費

拡大を目指します。

ブルーインパルス展示飛行実施に伴い必要となる安全対策等の取組みに要する経費

に対し、ひみまつり実行委員会へ補助金を交付するもの。

【事業費】

補助金 １３，０００千円（対象者：ひみまつり実行委員会）

（積算内訳）

・警備委託費（交通誘導等） ４，４７０千円

・会場設営費（物品リース・運搬・音響・案内看板等） １，２６８千円

・衛生・救護費（仮設トイレ設置・清掃・看護師派遣等）１，４６５千円

・総務・広報費（イベント広告、事務雑費等） １，６９０千円

・その他 ４，１０７千円

【来場者（見込）数及び経済効果試算額】

来場者（見込）数 約４０,０００人（うち観光客２５,０００人）

経済効果試算額 ２．５億円

【財 源】

県支出金 富山県まちづくり総合支援事業費補助金 （補助率１／２）

一般財源

8/2ブルーインパルス展示飛行の実施

安全対策等、必要な

準備及び周知広報等

の実施
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千円
千円

千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（２）新規就農者育成総合対策事業費 5,943

財源内訳
県 支 出 金 5,520

一 般 財 源 423

経営発展支
援事業

経営開始資
金事業

令和７年度

補助金名

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：農林畜産課 0766-74-8086

新規就農する青年等就農ビジョン認定者に、経営発展のための機械の導入経費及

び経営開始初期の資金を支援し、担い手の確保及び育成を図り、持続可能な農業の

振興を目指します。

【事業費】

（１）経営発展支援事業 ２，９４３千円

※事業費上限 ５,０００千円 補助率 国１／２、県１／４、市１／８、実施主体１／８

（２）経営開始事業 ３，０００千円

※補助率等：１，５００千円／年（定額、最大３年間）

【財 源】

県支出金 経営発展支援事業費補助金（補助率３／４）

農業次世代人材投資事業費補助金（定額）

一般財源

事業実施主体 事業内容 事業費 県 市 実施主体

認定新規就農者
（３０歳台）
（久目地区）

農機具購入 3,362,700 2,520,000 422,363 420,337

認定新規就農者 経営開始日 経営面積 栽培品目 補助金

久目地区（３０歳台） R7.4.1 0.24ha 野菜 1,500,000

久目地区（３０歳台） R7.4.1 0.65ha 果樹 1,500,000

（単位：円）

（単位：円）

申請受付、交付

申請受付、交付
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Ⅲ 物価高騰対策

千円
千円

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

（１）定額減税調整給付事業費 289,223
財源内訳 国庫支出金 289,223

令和７年度

目 的

目 的

事 業 概 要

スケジュール

お問合せ先：税務課 0766-74-8043

令和６年度に実施した定額減税及び調整給付金支給において、令和６年分の所得等

が確定したことにより、当初の調整給付額に不足が生じることとなる方等に対し、当

該不足額を追加支給し、物価高の長期化による家計の経済的負担の軽減につなげます。

定額減税補足給付（不足額給付）を実施するもの。

【対象者】

【事業費】

・扶助費 ２８３，０００千円（不足額給付に係る給付金）

Ⅰ型 ５，２００人 １６７，０００千円

Ⅱ型 ２，９００人 １１６，０００千円

合計 ８，１００人 ２８３，０００千円

・委託料等 ６，２２３千円（受付業務に係る委託料等）

※ 参考 令和６年度当初調整給付実績 ８，４１４人 ３２１，２１０千円

【財 源】

国庫支出金 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（補助率１０／１０）

申請書等の発送、受理、

審査、給付金振込（予定）

種別 内容

Ⅰ型
当初調整給付の算定に際し、令和５年分の所得等を基にした推計額を用い
たことなどにより、令和６年分所得税及び定額減税の実績額等が確定し、
本来給付すべき額と当初調整給付額との間に不足額が生じている方

Ⅱ型
事業専従者である等により減税等の対象とならなかったため、今回新たに
申請に基づき給付要件を確認して給付する必要がある方

（現時点で国から具体的な日程が示されていないため、最短での給付を想定したもの）
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○その他の事業

Ⅰ　震災対策事業

・ 千円

Ⅱ　重要政策事業

・ 千円

・ 千円

Ⅰ 震災対策事業

当初予算 9,933,036 ※

６月補正 120,228

累　　計 10,053,264

Ⅱ 重要政策事業

当初予算 820,830

６月補正 384,555

累　　計 1,205,385

Ⅲ 物価高対策事業

当初予算 137,224

６月補正 289,223

累　　計 426,447

お問合せ先

　財務課財政担当　担当者名：菊地　　（電話）0766-74-8015

千円

千円

Ｒ７年度予算

Ｒ５～７累計

10,883,372

10,053,264

23,451,094

Ｒ６年度予算 千円

Ｒ５年度予算 2,514,458 千円

経営体育成支援事業費 7,915

　地域の中核となる担い手に対し、農地引受力の向上等に必要な農業用機械の導入を支援するために必要な補助金
を交付します。

小学校スクールバス購入事業費 10,980

　老朽化著しい比美乃江小のスクールバスを１台更新するために必要な経費を増額補正します。

4,000

　能登半島地震により被災した農業施設のうち国庫補助の対象とならない施設の復旧に要する経費を増額補正しま
す。

現年農地施設災害復旧事業費（単独・能登半島地震災害関連）

(参考）主要事業の事業費累計について

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円
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（１）　一般会計

☆新規事業 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

302,787 3,602,408

定額減税調整給付事業費 289,223 293,189

令和６年分所得税及び定額減税の実績額等の確
定に伴い、本来給付すべき額が支払済の調整給付
額を上回る対象者等へ不足額を給付するために必
要な経費を補正するもの。

税務課

☆ 国庫補助金等返還金 11,780 11,780
R5国庫補助金（物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金）の精算に伴う返還金

税務課

参議院議員選挙費 1,569 13,469
参議院議員選挙において、ポスター掲示場の区画
数変更（８区画→１０区画）への対応など必要な経
費を増額補正するもの。

選挙管理委員
会事務局

参議院議員選挙人件費 215 16,364
執行経費基準法の一部改正により投票管理者・立
会人等の費用弁償額が増額されることに伴い、必
要となる委員等報酬を増額補正するもの。

総務課

28,808 6,365,411

介護保険特別会計繰出金 2,196 990,112
能登半島地震に係る介護サービス利用料の一部
負担金免除期間の延長に伴い、必要となる繰出金
を増額補正するもの。

財務課

災害見舞金支給事業費 15,019 15,338
能登半島地震による災害関連死の認定に必要な
経費を増額補正するもの。

福祉介護課

一般事務費 319 1,950
旧若葉保育園敷地における遊具の点検に伴い必
要となる修繕料を増額補正するもの。

福祉介護課

☆ 国庫補助金等返還金 7,619 7,619
R5国庫補助金（物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金）の精算に伴う返還金

福祉介護課

シルバー人材センター運営
費補助金

400 11,195
女性会員数割合の増加が国庫補助加算要件に該
当したことから、シルバー人材センターへの補助金
を増額補正するもの。

福祉介護課

生活保護システム管理事業
費

1,241 7,093
令和７年１０月生活扶助見直しに伴うシステム改修
業務に要する経費を増額補正するもの。

福祉介護課

こども食堂支援事業費 520 1,120
令和７年度新たにこども食堂を立ち上げた２団体へ
の支援に要する経費を増額補正するもの。

子育て支援課

☆ 国庫補助金等返還金 639 639
R5国庫補助金（物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金）の精算に伴う返還金

子育て支援課

子育てアプリ推進事業費 708 2,133
子育て支援アプリ「ひみっこアプリ」質問票サ－ビス
の導入に伴い必要となる運用保守業務に係る委託
料を増額補正するもの。

健康課

委員報酬 147 379
災害弔慰金等認定審査会の開催回数の増に伴
い、委員報酬を増額補正するもの。

総務課

360,686 6,355,716

予防接種事業費 45,317 184,591
令和７年10月1日からの新型コロナワクチン定期予
防接種に必要な経費を増額補正するもの。

健康課

令和７年度６月補正予算（案）の事業概要

事業名

２　総務費

３　民生費

４　衛生費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

エネルギー構造高度化実証
事業費

199,942 201,377

国の補助金を活用し、朝日丘小学校及び南部中学
校に太陽光パネルや蓄電池を設置し、DR実証実
験等を行うために必要な事業費を補正するもの。
（補助率10/10）

環境保全課

不燃物処理センター管理運
営事業費

1,867 68,363
更新が必要な除雪車両のリース料及び中型除雪機
の購入費を増額補正するもの。

環境保全課

☆ リサイクルプラザ整備事業費 112,240 112,240

プラスチック一括回収への対応などリサイクルプラ
ザの長寿命化改修工事に必要な事業費を補正す
るもの。
【継続費（R7～R9）1,098,362千円】

環境保全課

クリーンセンター管理運営事
業費

1,320 71,028
消防設備の修繕に必要な経費を増額補正するも
の。

環境保全課

348 1,081,430

☆ 経営体育成支援事業費 7,915 7,915
地域の中核となる担い手に対し、農地引受力の向
上等に必要な農業用機械の導入を支援するために
必要な補助金を補正するもの。

農林畜産課

氷見農ブランドづくり育成支
援事業費

2,250 13,406
「富富富」生産拡大乾燥調製施設整備支援事業費
補助金において、事業内容の変更等に伴い、必要
となる経費を補正するもの。

農林畜産課

☆
新規就農者育成総合対策事
業費

5,943 5,943
新規就農者に対し、経営発展のための機械導入（１
名）及び経営開始への支援（２名）を行うため、必要
な経費を補正するもの。

農林畜産課

持続可能な農業経営支援事
業費

△ 15,760 24,920

地域協議会等が実施する農用地保全や地域資源
活用、生活支援に関する取組みへの支援につい
て、国補助金の内示額等に伴い補正するもの。（速
川、十二町、久目）

農林畜産課

13,335 1,523,269

小規模企業団地運営事業費 335 1,649
ベンチャースペース氷見の温水器の修繕経費を増
額補正するもの。

商工観光課

観光振興事業費 13,000 41,821
令和７年８月２日（土）のひみまつりにおいて実施さ
れる「ブルーインパルス展示飛行ｉｎ氷見（仮称）」に
要する経費を増額補正するもの。

商工観光課

93,709 3,980,434

水路整備地域支援事業費 1,500 3,000
申請地区が増加したことに伴い、必要となる負担金
を増額補正するもの。

ふるさと整備課

海浜植物園営繕費 570 1,679
漏水被害箇所について、修繕を行うため増額補正
するもの。

都市計画課

災害公営住宅整備事業費 91,639 1,682,642
３棟目の災害公営住宅を建設するため必要な経費
を増額補正するもの。（建設予定地：上伊勢車庫敷
地）

都市計画課

20,111 2,544,239

学校ＩＣＴ支援員等派遣事業
費

財源補正 9,340
公立学校情報機器活用支援体制整備費補助金の
交付決定に伴う財源補正

学校教育課

学校用ネットワーク整備事業
費

2,144 27,145
比美乃江小学校の無線アクセスポイント更改に国
の補助金を活用することに伴い、必要となる経費を
増額補正するもの。

学校教育課

小学校スクールバス運行費 2,424 47,575
西の杜学園のスクールバス（南ライン）を直営から委
託に切り替えるために必要な経費を増額補正する
もの。

学校教育課

６　農林水産業費

７　商工費

８　土木費

１０　教育費
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補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課事業名

☆
小学校スクールバス購入事
業費

10,980 10,980
老朽化著しい比美乃江小のスクールバスを１台更
新するために必要な経費を増額補正するもの。

学校教育課

中学校スクールバス運行費 1,212 14,971
西の杜学園のスクールバス（南ライン）を直営から委
託に切り替えるために必要な経費を増額補正する
もの。

学校教育課

中学校学校文化体育振興事
業費

100 8,100
令和７年３月に受領した寄附金を活用し、学校文化
体育活動の充実を図るために必要な経費を増額補
正するもの。

学校教育課

給食センター管理運営事業
費

545 68,975
給食調理備品の修繕を行うために必要な経費を増
額補正するもの。

学校給食セン
ター

廃校施設利活用事業費 924 12,071
旧明和小学校で発生している漏水箇所を特定する
ために必要な調査経費を増額補正するもの。

文化振興課

教育文化センター管理運営
事業費

1,320 42,712
消防設備の修繕に必要な経費を増額補正するも
の。

文化振興課

富山大学理学部・氷見市連
携研究室等活用事業費

462 10,444
施設の漏水修繕に必要な経費を増額補正するも
の。

文化振興課

13,570 2,459,554

☆
現年都市災害復旧事業費
（単独・能登半島地震災害関
連）

1,760 1,760
能登半島地震の被害を受けた東原墓地公園への
進入路の復旧に必要な経費を補正するもの。

環境保全課

☆
現年農地施設災害復旧事業
費（単独・能登半島地震災害
関連）

4,000 4,000
能登半島地震により被災した農業施設のうち国庫
補助の対象とならない施設の復旧に要する経費を
補正するもの。

ふるさと整備課

☆
現年公立学校施設災害復旧
事業費（補助・能登半島地震
災害関連）

7,810 7,810
能登半島地震により被災した宮田小学校法面にお
いて、仕様の変更が必要となったことから工事請負
費を増額補正するもの。

学校教育課

7,000 2,653,714

長期債償還元金 7,000 2,500,394
令和５年度債に係る災害復旧関連事業において、
国費の負担（補助）率が嵩上げとなったことから必
要となった市債の繰上償還経費を補正するもの。

財務課

（２）　事業会計・特別会計

☆新規事業 (単位：千円)

補正額
補正後
事業費

補正内容 主管課

27,499 4,070,460

一般被保険者療養給付費 27,499 2,526,732

能登半島地震に係る国民健康保険の一部負担金
の免除について、令和７年９月末まで期間延長する
ことに伴い、必要となる療養給付費を増額補正する
もの。

市民課

17,568 6,330,028

介護サービス等給付事業費 17,568 5,873,810

能登半島地震に係る介護サービス利用料の一部
負担金の免除について、令和７年９月末まで期間
延長することに伴い、必要となる介護保険給付費を
増額補正するもの。

福祉介護課

事業名

６　介護保険特別会計

１１　災害復旧費

３　国民健康保険特別会計

１２　公債費
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